
級やティームティーチングを充実させる。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

小中学校のスクールサポート教員は従来からあったティームティーチング（複数教員による学習指導）によ 小学校５校のスクールサポート教員の配置を学校の実情に合わせ適正に配置する。
る指導に当たるとともに、きめ細やかな指導に対応するための補助教員としての役割を担うものである。そ 小中学校の特別支援学級の増加に伴い、平成28年度から経験豊富な退職教員をスクールサポート教員として
の配置については少人数指導の効果が発揮できるよう学校の実状を考慮して配置する。 当該年度 小中学校に１名ずつ配置する。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

スクールサポート教員の配置　 想定値 7当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 少人数学級やティームティーチングを充実させるため臨時教員を配置する。 間接 スクールサポート教員の配置率　（小学校13校　中学校1校） % 50 100

   ３年後 少人数学級やティームティーチングを充実させるため臨時教員を配置する。 直接 スクールサポート教員の配置　（小中学校１４人） % 0 100

   最終(概ね５年後) 児童生徒の個性に応じたきめ細やかな指導を行う。 － スクールサポート教員の配置　（小中学校１４人） % 0 100

 小中学校の教職員数は、学級の数によって決まり、千葉県の施策として、学年の一学級あたりの平均児童数が３０人を超える
(7)事業実施上の課題と対応 学年が生じたとき、少人数として加配教員が一人配当されることになっている。県の加配教員の配置が決定されるのが、２月末 代替案検討 ○有 ●無

なため、予算の獲得時期に把握が難しく、実態に合わせた配置がかなわないことがある。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校スクールサポート６名賃金・保険 10,122 小学校スクールサポート５名賃金・保険 7,946 小学校スクールサポート５名賃金・保険 7,946 小学校スクールサポート５名賃金・保険 7,946
中学校スクールサポート３名賃金・保険 5,063 緊急的配置小学校スクールサポート金賃 460 緊急的配置小学校スクールサポート金賃 460 緊急的配置小学校スクールサポート金賃 460

＊ 小学校スクールサポート１名賃金・保険 1,612 緊急的配置中学校スクールサポート金賃 460 緊急的配置中学校スクールサポート金賃 460 緊急的配置中学校スクールサポート金賃 460
＊ 小学校スクールサポート１名賃金・保険 683 小学校スクールサポート１名賃金・保険 683 小学校スクールサポート１名賃金・保険 683

　 ＊ 中学校スクールサポート１名賃金・保険 683 中学校スクールサポート１名賃金・保険 683 中学校スクールサポート１名賃金・保険 683

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 16,797 合　　計 10,232 合　　計 10,232 合　　計 10,232
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16,797 10,232 10,232 10,232

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,365 1,335 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 10,232 10,232 10,232

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 18,162 11,567 11,567 11,567
(11)単位費用

955.89千円／人 1,652.43千円／校
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小中学校の学級編制については、平成１４年度から教育の地方分権を推進し、児童生徒の実態に応じた学校教育の充実を ○①事前確認での想定どおり
図るため、都道府県教育委員会の判断により、特例的に国の標準を下回る少人数の基準を設けることが可能となり、現在 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ではすべての小中学校において「３５人学級・３８人学級」を行っている。このようなことからスクールサポート教員は ○要
   背景は？(事業の必要性) 、従来からあったティームティーチングによる指導にあたるとともに、少人数学級の補助教員としての役割も担い、また ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

学級編制の弾力的運用にも対応しているものである。その配置については少人数学級の効果が発揮できるよう学校の実状
を考慮して配置するものである。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
50 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,567 6,595
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

36.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.86

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1022 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 スクールサポート教員の配置事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,567 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 個に応じたきめ細やかな指導のため、少人数学



子市教育委員会における学校保健に関する研究及び学校保健活動の充実を図る。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
学校保健衛生の施策に対する協力・思想の普及啓発・調査研究を行う。 学校保健会総会（６月）健歯児童生徒、図画ポスター審査会（６月）　
児童・生徒の健康保持増進の実践力を育成するため、小中学校における食育・歯科保健活動の充実を図る。 生活習慣病予防健診（１１月）学校保健会主催講演会（２月）学校保健会役員会（３月）各学校の歯みがき

当該年度 指導を実施（年間）フッ化物洗口（湖北台東小学校にて年間）　　　　　
執行計画 　　　　

(3)事業内容 内　　容

生活習慣病予防検診対象者市内小学校４年生（肥満度２０％以上） 想定値 100当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 生活習慣病予防検診（肥満度２０％以上）対象者の減を目指す。 直接 生活習慣病予防検診実施者/対象者 % 51 80

   ３年後 生活習慣病予防検診（肥満度２０％以上）対象者の減を目指す。 直接 生活習慣病予防検診実施者/対象者 % 0 80

   最終(概ね５年後) 生活習慣病予防検診（肥満度２０％以上）対象者の減を目指す。 直接 生活習慣病予防検診実施者/対象者 % 0 80

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 100 報償費 105 報償費 105 報償費 100
研修旅費 5 研修旅費 5 研修旅費 5 研修旅費 5
消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 369 消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 369 消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 377 消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 377
食糧費 3 食糧費 3 食糧費 3 食糧費 3
印刷製本 30 印刷製本 30 印刷製本 30 印刷製本費 30
学校保健負担金 47 学校保健負担金 47 学校保健負担金 46 学校保健負担金 46
研修負担金 12 研修負担金 12 研修負担金 12 研修負担金 12

実施内容 費用弁償 26 費用弁償 23 費用弁償 23 費用弁償 23
＊ 消耗品 8 医薬材料費 22 医薬材料費 22

(8)施行事項
費　　用 ＊ 医薬材料費 22 臨時職員賃金 1,013 臨時職員賃金 1,013

＊ 備品購入費 14
＊ 臨時職員賃金 1,013

予算(済)額 合　　計 592 合　　計 1,651 合　　計 1,636 合　　計 1,631
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 592 1,651 1,636 1,631

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,280 7,120 7,120 7,120

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 1,000 0 0
臨時職員賃金額 250 1,013 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 7,872 8,771 8,756 8,751
(11)単位費用

90.48千円／人 87.71千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会環境や生活様式も大きく変化しており、子ども達の肥満や生活習慣病、アレルギー、薬物乱用、感染症等の問題が深 ○①事前確認での想定どおり
刻化している。これらの多様化に伴い、学校保健会においては、学校保健衛生の施策に対する協力、指導研究を一層充実 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ させる必要がある。上部団体に日本学校保健会、千葉県学校保健会等が組織され、児童生徒の健康教育に寄与している。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、永久歯への交換期に、歯の磨き方及び知識を身につけ、生涯にわたる、歯・口の健康維持に努める必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当無し。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
51 80 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,771 △899
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△11.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.91

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1027 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校教育の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 我孫子市学校保健会運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,771 千円 (うち人件費 7,120 千円）⑦事業費
総事業費 30,720 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画　第２次心も身体

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 我孫



提供する
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
・小、中学校（１９校）の給食管理･指導業務。 ・年３回（６・１０・２月）市内１９校の給食室の点検を実施し、改善等の指導を行う。
・学校給食関係者対象の研修会を実施する。 ・学校給食会総会（４月）、定例栄養士会（毎月）、調理研修会（６・１０・２月）を実施する。
・学校給食用消耗品等の購入や維持管理を行う。 当該年度 ・学校給食関係者（直営・委託・臨時の調理員及び栄養士）の衛生管理研修会を４月と８月に行う。
・学校給食関係職員等の細菌検査を実施する。 執行計画 ・給食業務関係者の腸内細菌検査を毎月実施する。

(3)事業内容 内　　容 ・給食施設の清掃保守点検および修繕を行う。 ・７～８月（夏季休業中）に給食室の大型清掃業務を行う。　　
・嘱託職員・臨時職員の人事管理全般を行う。 ・嘱託職員・臨時職員の賃金・保険等の事務管理を行う。
・給食食材の放射性物質測定を行う。 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 想定値 184当該年度

単位 日
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食を 間接 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 ％ 100 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

   ３年後 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食を 間接 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 ％ 0 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

   最終(概ね５年後) 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食を 間接 安心・安全でおいしい学校給食を実施できた日数 ％ 0 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 11,230 消耗品費 11,606 消耗品費 11,606 消耗品費 11,606
手数料 1,093 手数料 1,156 手数料 1,156 手数料 1,156
委託・修繕費 1,947 委託・修繕費 2,479 委託・修繕費 2,479 委託・修繕費 2,479
報酬 2,330 報酬 4,131 報酬 4,131 報酬 4,131
保険料（社保・雇用） 1,061 保険料（社保・雇用） 1,133 保険料（社保・雇用） 1,133 保険料（社保・雇用） 1,133
賃金（臨時職員分） 9,201 賃金（臨時職員分） 9,401 賃金（臨時職員分） 9,401 賃金（臨時職員分） 9,401
旅費（費用弁償も含む） 271 旅費（費用弁償も含む） 275 旅費（費用弁償も含む） 275 旅費（費用弁償も含む） 275

実施内容 負担金 33 負担金 33 負担金 33 負担金 33
＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 355 報償費 50 報償費 50 報償費 50

(8)施行事項
費　　用 ＊ 測定機器保守点検委託料 162 ＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 355 ＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 355 ＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 355

＊ 外部委託検査手数料 870 ＊ 測定機器保守点検委託料 162 ＊ 測定機器保守点検委託料 162 ＊ 測定機器保守点検委託料 162
＊ 外部委託検査手数料 243 ＊ 外部委託検査手数料 243 ＊ 外部委託検査手数料 243

予算(済)額 合　　計 28,553 合　　計 31,024 合　　計 31,024 合　　計 31,024
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 28,553 31,024 31,024 31,024

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 13.7 12.7 13.7 13.7
正職員人件費 124,670 113,030 121,930 121,930

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 4,823 4,823 4,823
臨時職員賃金額 0 9,842 9,842 9,842

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 153,223 144,054 152,954 152,954
(11)単位費用

832.73千円／日 782.9千円／日
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性、質の向上のために必要である。　　 ○①事前確認での想定どおり
法制度等に対応する必要・義務がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 144,054 9,169
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

5.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.07

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1031 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食管理運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 15 人 (換算人数 12.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 144,054 千円 (うち人件費 113,030 千円）⑦事業費
総事業費 176,540 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 安全で良質な学校給食を



事務の省力化や予算の効率化を図り、児童生徒の
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 学習環境の整備を行う。
展開方向

市内の全小中学校を運営維持していくため必要な光熱水費や消耗品等学校運営経費全般の予算管理（予算の  市内小中学校１９校の予算管理事務を一括で行い事務の効率化を図る。
執行や伝表作成など庶務的事務全般）を行う。 平成２７年度は中学校のエアコン導入に伴う光熱費、平成２８年度は、小学校のエアコン導入事業に伴う光

当該年度 熱費の予算化、あびっこクラブの光熱費の予算を計上する。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正な執行を行っている学校数 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 % 100 100

   ３年後 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 0 0

   最終(概ね５年後) 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 0 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 222,431 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 208,279 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 233,279 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 233,629
中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 118,918 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水 128,312 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 128,312 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 128,312

＊ 子どもの居場所光熱費(二小・四小・高 1,050 費など） ＊ 子どもの居場所（あびっこ）光熱費（布 350
＊ 中学校６校エアコン設置光熱費(電気・ 8,065 ＊ 子どもの居場所光熱費（湖北小・新木 300
＊ 中学校都市ガス代 1,400 小）
＊ 都市ガスへの熱量変更業務委託 336 ＊ 小学校エアコン設置光熱費 24,429

＊ 学童保育室光熱費（一小増設分） 271
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 352,200 合　　計 361,591 合　　計 361,941 合　　計 361,941
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 352,200 361,591 361,941 361,941

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.6 2.6 4.75 4.75
正職員人件費 23,660 23,140 42,275 42,275

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 375,860 384,731 404,216 404,216
(11)単位費用

19,782.11千円／校 20,249千円／校
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校の設置者として、学校を維持管理していくため必要な管理運営事業、児童生徒の学習ニーズに対応し快適で安心な学 ○①事前確認での想定どおり
習環境を維持するための消耗品購入や備品の修繕、光熱水費などの学校管理全般を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 384,731 △8,871
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△2.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1035 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校管理運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 384,731 千円 (うち人件費 23,140 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小中学校１９校の学校運営費の予算管理を一括で行い



を行う。事務の省力化や予算の効率化・備品の
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 有効活用を図る。
展開方向

・市内の全小中学校を運営維持していくための学校備品を適正に購入管理する。（学校備品予算の執行や伝 　市内小中学校19校の備品管理事務を一括で行いながら学習環境の整備を行うと共に、事務の省力化や予算
票作成・備品台帳の管理など庶務的事務全般） の効率化・備品の有効活用を図る。
・教育基本法の改正を踏まえ、子どもたちに「生きる力」を育むことを目指し、言語活動・理科教育・外国 当該年度 　また、備品の老朽化、学級数の増加などの理由により、教育備品の充実が求められることから、計画的な
語教育・道徳教育・体験教育などの充実を図る。 執行計画 購入をすすめていく。学校備品の管理を適正に効率よく行うために、備品管理システムテムの活用を図る。

(3)事業内容 内　　容 ・各学校の備品を管理するため、システムの導入し適正かつ効率的な備品の活用を行う。  第一小学校の学童保育室の増設に伴い図工室の異動をするにあたり、老朽化した机・椅子について図工室
の備品を購入する。
各学校に配当された備品予算の執行率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 % 99 100

   ３年後 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 ％ 0 0

   最終(概ね５年後) 予算の適正執行を通じ、学習環境を整備する。 直接 予算執行率 ％ 0 0

　購入から３０年以上経っている老朽化した大型備品が多くあり、多額の購入費がかかることから、事業計画を立て、他部署と
(7)事業実施上の課題と対応 の調整をしながら効率的に購入することが必要になる。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校備品購入費 22,342 小学校備品購入費 19,268 小学校備品購入費 19,268 小学校備品購入費 19,268
中学校備品購入費 12,474 中学校備品購入費 10,133 中学校備品購入費 10,133 中学校備品購入費 10,133

＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う) 1,469 小学校備品管理システム使用料 454 小学校備品管理システム使用料 454 小学校備品管理システム使用料 454
＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う 1,257 中学校備品管理システム使用料 195 中学校備品管理システム使用料 195 中学校備品管理システム使用料 195
＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 971 ＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う) 714 ＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う) 500 ＊ 小学校備品購入費（学級増に伴う) 500
＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 468 ＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う） 400 ＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う） 500 ＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う） 500

小学校備品管理システム使用料 458 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,544 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 4,000 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 4,000
実施内容 中学校備品管理システム使用料 197 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 355 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 4,000 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 4,000

＊ あびっ子クラブ推進に伴う備品購入 3,339 ＊ 小学校備品購入費（放送設備） 3,246
(8)施行事項

費　　用 ＊ 小学校備品購入費（放送設備） 3,339 ＊ 中学校備品購入費（放送設備） 2,223
＊ 中学校備品購入費（放送設備） 1,921 ＊ 備品管理システムプログラム改修費 184

小中学校備品システム改修費 0 ＊ 第一小学校の図工室備品 1,400
＊ 小中学校図書購入費（教育振興基金活用 2,000 　

予算(済)額 合　　計 50,235 合　　計 40,116 合　　計 39,050 合　　計 39,050
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 48,235 39,716 39,050 39,050

その他の財源 □特会 □受益 □債務 ■基金 □その他 2,000 □特会 □受益 □債務 ■基金 □その他 400 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,185 3,115 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 53,420 43,231 42,165 42,165
(11)単位費用

534.2千円／％ 432.31千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校の設置者として、児童生徒の学習ニーズに対応しながら教育備品の整備管理を行う。学校を維持管理していくため必 ○①事前確認での想定どおり
要な備品購入およびその管理を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 43,231 10,189
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

19.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.23

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1037 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 43,231 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小中学校１９校の備品管理事務を通じ、学習環境の整備



維持管理を行なう。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
給食施設設備の整備及び維持管理を行なう。 グレーチング修繕（我孫子三小、我孫子四小、高野山小、布佐南小）
学校給食施設設備は、全体的に老朽化が進んでいるため、必要性の高いところから計画的に
修繕し、衛生状態の向上を目指している。 当該年度
平成２８年度は、我三小、我四小、高野山小、布佐南小の施設修繕を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

実施件数 想定値 4当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事を実施した件数 件 0 100

   ３年後 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事を実施した件数 件 0 100

   最終(概ね５年後) 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事を実施した件数 件 0 100

老朽化に伴う故障
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 施設修繕料 2,505 ＊ 施設修繕料 2,267 ＊ 施設修繕料 2,267 ＊ 施設修繕料 2,267
検収室修繕（我孫子二小） グレーチング修繕（我三小、我四小 前年度の検討による 前年度の検討による
グレーチング修繕（我孫子三小） 高野山小、布佐南小）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 2,505 合　　計 2,267 合　　計 2,267 合　　計 2,267
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,505 2,267 2,267 2,267

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,275 2,225 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 4,780 4,492 4,492 4,492
(11)単位費用

2,390千円／校 1,123千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性の確保と質の向上のため必要。法制度に対応するため必要。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,492 288
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

6.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.23

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 1819 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食施設設備整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,492 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 3,230 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校給食の円滑な実施を図るため給食施設設備の


